
介護分野における経済危機対策（平成２１年度第１次補正予算）

（注１）「第４期事業計画に基づく介護基盤の整備」を通じた雇用創出量については、平成18年10月時点の職員数（介護サービス施設・事業所調査）をもとに、現在、各自治体において策定
を進めている第４期介護保険事業計画に基づく介護給付費の暫定集計値（平成20年10月時点）を用いて、職員数の伸びが給付費の伸びと同率であると仮定して算出した推計値である。

（注２）雇用創出量は、介護職員・介護支援専門員・調理員・事務職員等の合計であり、いずれも一定の仮定を置いて算出した推計値である。

来るべき超高齢社会を迎える中で、国民が安心して老後を迎えることができるようにするとともに、現下の厳しい

雇用情勢の中で、介護分野における雇用の創出・人材養成等につながるよう、総合的な対策を講じる。

平成21～23年度

３年間で
＋約23万人

【介護力の向上・雇用創出】
・介護拠点等の緊急整備等を通じた老後の安心確保
・今後３年間で介護職員等の介護人材約30万人の雇用創出を目指す

第４期事業計画に基づ
く介護基盤の整備

①介護職員処遇改善交付金

介護職員の処遇改善に

取り組む事業者への資

金の交付を通じた介護

職員の更なる処遇改善

②新規介護職員等の養成

離職者等に対して、社

会福祉施設等に委託し

た現場における職業訓

練を実施

【介護職員等の処遇改善・養成】

３年間で
＋約７万人

平成23年度
約195万人
（推計値）

①介護拠点等の緊急整備

特養・老健・グループホーム・小規模多機能事

業所など介護拠点の緊急整備を通じた雇用の創出

②現任の介護職員等の研修支援

現任の介護職員等の研修支援を通じた代替雇用

の創出

③地域相談体制の強化

地域包拢支援センター等への事務職員・認知症

の連携担当者等の配置

平成20年度
約165万人
（推計値）

（注）雇用創出量については、事業量の見込み具合等によっては、今後変動があり得る。
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